
中小企業基本法の中小企業および
自治体・組 合団体等であるか

方法論に該当する設備導入を行っている

設置時期が１年半以内である。予定している

年間の想定削減量が100t以上ある*

更新前後の設備概要の分かる資料がある

算定に必要なデータを取得できる

投資回収年が3年以上かどうか右記に該当する企業は右記に該当する企業は

J-クレジット制度を活用し
売却益を取得します。

対象となる活動
右記のような活動を行うと
売却益発生の可能性があります。

※該当する設備については
　「J-クレジット６２の方法論」を参照

売却益を取得

期間

排
出
量

CO2排出削減量

活動しなかった場合の
CO2排出量

活動した場合の
CO2排出量

CO2削減量の売却には日本版排出権取引制度
「J-クレジット制度」を活用します。

日本国内で行われた、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの活用によるCO2の排出削
減量や、適切な森林管理によるCO2の吸収量を、クレジットとして国が認証する制度です。
（関係省庁　環境省/経済産業省/農林水産省） CO2削減の公的認証とエコPRができます

補助金による設備投資
工業炉や
バイオマスボイラーの更新

８年間の
ランニング
収益です

・ボイラーや、工業炉などたくさんのエネルギーを使用
する設備の更新を行った。

・バイオマスボイラーなど木質系の燃料を使用する設
備への更新を行った。

ここ2年の間に、省エネ補助金を活用した設備投資を
行った。

エコの成果を
収益化
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Jｰクレジット制度を
利用する価値があります！
Jｰクレジット制度を
利用する価値があります！



当社は、
カーボン・オフセットプロバイダー
「株式会社ウェイストボックス」と
提携している企業です。

●J-クレジット創出のデメリット 温対法・省エネ法の届け出対象事業者が、クレジットを創出し販売した場合には、届け出における排出量に加算する必要があります。

monohon denki 株式会社
〒460-0008
名古屋市中区栄3-15-33 栄ガスビル13F
TEL　052 715 6670 
FAX　052 307 4511
MAIL　info@monohon-denki.com

■その他（ASSET等）　■温対法（係数）　■温対法（その他）　■オフセット等

【J-クレジット活用量の推移】

（万I-CO2）
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急激に増加
平成28年度以降

倍

約4

クレジット種別・目的別 無効化・償却量の推移（2017年7月時点）
出典：J-クレジット制度ホームページ （https://japancredit.go.jp/）
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【クレジットの用途】

【RE100賛同企業の総電力量の推移】

クレジットは主に「電力の排出係数調整」に活用されます

再生エネルギー市場は今後も飛躍的に拡大する見込みです

●調整後排出係数の算出方法
実排出量 + FIT調整排出量 ー 国内及び海外認証排出削減量等

販売電力量

電気事業者別排出係数（2015年度実績）

B0001

B0002

B0003

B0004

B0005

B0006

B0007

B0008

B0009

B0010

電気事業者A 

電気事業者B 

電気事業者C 

電気事業者D 

電気事業者E 

電気事業者F 

電気事業者G 

電気事業者H

電気事業者 I

電気事業者J 

0.000358

0.000410

0.000000

0.000696

0.000551

0.000474

0.000504

0.000000

0.000350

0.000441

0.000526

0.000408

メニュー A

メニュー B

0.000480

0.000555

0.000485

0.000732

0.000587

0.000502

0.000475

0.000418

0.000421

0.000308

事業者全体
（参考値）

実排出係数
（t-CO2/kWh）

小売電気事業者
電気事業者名登録番号

調整後排出係数
（t-CO2/kWh）

RE100とは 100%再生エネルギー電力での事業運営を推進するイニシアチブ。
【賛同企業】100社  【運営】国際非営利組織 クライメイトグループ、CDP

クレジットの市場動向

海外の再エネ市場（RE100）

ランニングコスト
の低減
省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの活用によ
り、ランニングコストの低減や、クリーンエネルギー
の導入を図ることができます。

地球温暖化対策の
取組みに対するPR効果
自主的な排出削減や吸収プロジェクトを行うこと
で、温暖化対策に積極的な企業、団体としてPRする
ことができます。

新たなネットワークの構築
創出したクレジットが、例えば、地産地消的に地元に
縁の深い企業や地方公共団体に利用されるなど、新
しいネットワークの構築につながります。

J-クレジット創出のメリット

出典：RE100（http://there100.org/）

RE100賛同企業の
総電力量は
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